
◆特定建設作業に伴って発生する振動に関する指定地域

ア 第1 種区域

イ 第2 種区域のうち、学校、保育所、病院及び診療所のうち患者の収

    容施設を有するもの、図書館並びに特別養護老人ホームの敷地の

第2 種区域のうち上記以外の区域

（備考）

1.表中の区域は、次の都市計画法第8 条第1項第一号の規定により定められた用途地域をいう。

  
第1種区域　第一種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種

　　　　　　　　住居地域、準住居地域

第2種区域　近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域（一部地域を除く）

◆特定建設作業に伴って発生する振動の規制に関する基準
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（備考）

1.振動の大きさは、特定建設作業の場所の敷地の境界線における許容限度をいう。

2.表中のA～F は次の場合をいう。

A 災害その他非常の事態のため緊急に行う必要がある場合

B 人の生命又は身体に対する危険の防止のため行う必要がある場合

C 鉄道又は軌道の正常な運行確保のため行う必要がある場合

D 道路法第34 条（道路の占用許可）、第35 条（協議）による場合

E 道路交通法第77 条第3 項（道路の使用許可）、第80 条第1 項（協議）による場合
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